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神奈川県弁護士会 



 

雇用の手引について 

 

弁護士が弁護士業務を進めていくには、法律事務所の職員の存在は欠かせな

いはずです。 

しかし、法律事務職員の雇用に関しては必ずしも精通している方ばかりでは

ないでしょう。 

計画的・持続的な事務所経営のためにも、事務職員の方々に安心して気持ち

良く働いてもらうためにも、給与の計算方法や労働時間、出産・育児・介護に

関する休暇などを含めた労働条件に関して、きちんとした決まりを作っておく

必要があるでしょう。事務職員の募集・採用は時に頭の痛い問題ですし、業務

能力の向上等を目指した教育研修の課題もあります。さらに雇用保険や社会保

険などについての知識や情報を得ておくことも求められています。 

これらに関する知識・情報を会員の皆様に提供する必要があると考え、この

小冊子を作成しました。 

職員が気持ちよく働ける法律事務所づくりのご参考にして頂けると幸いです。 

 

 

２０１２年８月    

横浜弁護士会    

 会長 木村 保夫 

 



改訂版の発行にあたって 

 

 ２０１２年８月に法律事務所職員雇用の手引き第１版が発行されてから約８年が経過し

ました。 

この間、労働者派遣法の改正、有期労働契約の新しいルールの創設、高齢者雇用安定法の

改正、障害者雇用促進法の改正、パートタイム労働法の改正、育児介護休業法・男女雇用機

会均等法の改正、働き方改革関連法の成立、パワーハラスメント防止対策の義務化等、数多

く法改正が行われました。 

 法律事務職員を雇用している弁護士としては、当然、これらの法改正をフォローしたうえ

で、適切な雇用関係を形成し、維持し、対処する必要があります。 

 そこで、今回、この間の法改正を踏まえて雇用の手引きの改訂版を発行することにいたし

ました。もちろん、この手引きですべての制度を網羅しているわけではありませんので、こ

の手引きを参考としつつ、労働法制に対する理解を深めていただければと思います。 

 

                      ２０２０年 7 月 

                        神奈川県弁護士会人権擁護委員会 

                          委員長 千 木 良   正 
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第１ はじめに 

１ 法的な雇用関係ルールの明確化の必要 

法律事務所の弁護士と事務職員との雇用関係は、従来、雇う側も雇われ

る側も少人数の事務所が多かったこともあり、個人的な人間関係や信頼関

係に依存して、組織的制度的な規律やルールがあいまいなままにされてき

たことが、多かったように思われます。しかし昨今、法曹の世界でも、そ

のような状況は大きく変容してきています。また、一般社会においても、

就業形態が多様化し、転職も一般化し、労働者の法的な意識も高まるなど

の状況の中、労働法規の規制も広範化・複雑化してきており、使用者は、

そのような法規について熟知し、雇用関係に適正・的確に対応することが

必要不可欠なものとして求められています。 

雇用関係も双務的な権利義務の関係にありますが、法律の専門家であり、

ましてや、基本的人権の擁護と社会正義の実現を使命とする弁護士は、自

ら雇用する事務職員の権利を尊重し、自らの義務を遵守すべきことが、特

に強く求められています。弁護士は、事務職員との余計なトラブルを未然

に防止するためにも、自らが一方当事者である雇用関係（労働契約関係）

に関する法的な知識をきちんと身に付け、労働法規を遵守しなければなり

ません。そのことが、安定した雇用関係を形成・維持し、優秀な事務職員

を育成・確保し、そして、円滑な法律事務の遂行を促進することにも役立

つのです。 

２ 労働関係法の基本的内容と性格 

憲法２７条は、１項で国民が勤労の権利・義務を有することを定め、２

項で「賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこ

れを定める」としています。これを受けて、労働関係法における最も基本

的な法律として労働基準法が定められており、その１条では、「労働条件は、

労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきものでなけれ

ばならない」ことを前提に、労働条件の最低基準を定めるとしています。

そして、労働基準法には罰則の規定も用意されています。 

労基法における労働条件とは、基本的に、賃金・労働時間その他労働者
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の職場での一切の待遇をいい、労働契約の内容をなすものです。そこには、

労働契約の締結、存続、終了の全局面に関する待遇が含まれます。労働条

件は、「労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきもの」（労基法

２条１項）ではありますが、各種の強行規定によって契約自由の原則が大

きく制限されています。そのため、使用者としては、関係法令の理解と遵

守が必要不可欠になります。 

さらに、労働契約関係では、法令の規定ばかりでなく、判例法理によっ

て準則が形成されている分野が広範に存在します。したがって、個別の問

題への対処には、実定法規とともに、必要に応じて判例理論や裁判例を参

照する必要も生じてきます。 

そこで、以下では、関係法令や判例法理に基づいて、法律事務所におい

て弁護士が使用者として雇用関係（労働契約関係）を形成し、維持し、対

処していくに当たって、注意を払うべき基本的事項について述べていくこ

ととします。 

 

第２ 募集・採用 

１ 採用募集 

（１）性別を理由とする差別の禁止 

事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりな

く均等な機会を与えなければなりません（男女雇用機会均等法５条）。

そのため、例えば、女性に対してだけ出産した場合に仕事を続ける予

定であるのかといった質問を行うなど、性別により異なる採用選考を

行ったり、女性のみ、あるいは、男性のみを募集したりすることは許

されません。 

（２）募集及び採用における年齢にかかわりない均等な機会の確保 

労働者の募集及び採用について、新卒を期間の定めなく採用すると

きなどをのぞき、年齢にかかわりなく均等な機会を与えなければなり

ません（労働施策総合推進法９条、同法施行規則１条の３）。このた

め、原則として一定年齢以下の労働者だけを募集することはできませ

ん。 
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例外として、例えば、長期間の継続勤務による職務に必要な能力の

開発及び向上を図ることを目的として、青少年その他特定の年齢を下

回る労働者の募集及び採用を行うことはできます。しかし、長期勤続

によるキャリア形成を図るための雇用慣行とは無関係な、期間の定め

のある労働契約に関する募集・採用を、新卒や一定年齢以下に限るこ

とは、上記の目的に反していますから認められません。 

（３）求職者の個人情報の取扱い 

     労働者の募集を行う者は、①人種、民族、社会的身分、門地、本籍、

出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項、②思想及び

信条、③労働組合への加入状況、などの個人情報を、特別な職業上の

必要性が存在することその他業務の目的の達成に必要不可欠であって、

収集目的を示して本人から収集する場合をのぞいて、収集してはなり

ません（平成１１年労働省告示１４１号、改正 平成２４年厚生労働

省告示第５０６号第四・一(一)）。 

２ 採用内定 

一般的な採用過程では、使用者による採用募集行為が労働契約の申込み

の誘因、労働者による応募が労働契約の申込み、使用者による採用内定が

労働契約の承諾、とされています。従って採用内定時に労働契約は成立し

ていますが、その特徴は、勤務開始の「始期」が定められ（労働者は、始

期の到来まで労働義務を負わない。）、一定の内定取消事由が発生した場合

の使用者による「解約権」が留保されていることです。 

内定取消は、成立した労働契約の使用者による一方的な解約である以上、

法的には解雇ですので、解雇に対する制約を受けます（第８・４「解雇」

参照）。 

３ 試用期間 

使用者は、労働者を採用する際、試用期間を定め、試用期間を経て、本

採用とすることがあります。これは、試用期間中に、使用者が労働者を不

適格であると判断した場合、試用期間が満了しても本採用を拒否すること

を前提としており、試用期間は、「解約権留保付労働契約」が成立している

とされています。 
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しかし、本採用拒否も、成立した労働契約の使用者による一方的な解約

であり、法的には解雇に当たります。そのため、解雇に対する制約を受け

ます（第８・４「解雇」参照）。また、「試用期間中の者に若干責められる

べき事実があったとしても、会社には教育的見地から合理的範囲内でその

矯正・教育に尽くすべき義務がある。」とした裁判例もあります。 

なお、試用期間の途中における解雇については、「より一層高度の合理性

と相当性が求められるものというべきである。」との判断を示した裁判例も

あります。 

４ 労働条件の明示と労働契約の内容の理解の促進 

使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して、賃金、労働時間そ

の他の労働条件を明示しなければなりません（労基法１５条１項）。 

特に、以下の①～⑤については、必ず、書面の交付により明示しなけれ

ばなりませんが（労基法１５条１項、労基則５条１項）、労働者が希望する

場合には、ファクシミリや電子メールなどを送信する方法により明示して

も良いとされています（労基則５条４項）。 

① 労働契約の期間に関する事項 

② 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項 

③ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時

間、休日、休暇などに関する事項 

④ 賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期

並びに昇給に関する事項 

⑤ 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

また、使用者が、以下の⑥～⑬に関する定めをする場合には、これらの

労働条件も、労働者に対して書面の交付により明示しなければなりません

（労基法１５条１項、労基則５条１項）。 

⑥ 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計

算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期に関する事項 

⑦ 臨時に支払われる賃金（退職手当を除く。）、賞与及び労基法施

行規則８条各号に掲げる賃金（１か月を超える期間の出勤成績によ

って支給される精勤手当、１か月を超える一定期間の継続勤務に対
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して支給される勤続手当、１か月を超える期間にわたる事由によっ

て算定される奨励加給又は能率手当）並びに最低賃金額に関する事

項 

⑧ 労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項 

⑨ 安全及び衛生に関する事項 

⑩ 職業訓練に関する事項 

⑪ 災害補償及び業務外の疾病扶助に関する事項 

⑫ 表彰及び制裁に関する事項 

⑬ 休職に関する事項 

さらに、期間の定めのある労働契約であって、期間の満了後に当該労働

契約を更新する場合があるものを締結する場合に限り、期間の定めのある

労働契約を更新する場合の基準に関する事項も、書面の交付により労働者

に対して明示しなければなりません（労基法１５条１項、労基則５条１項）。 

加えて、パートタイム労働者（１週間の所定労働時間が同一の事業所

に雇用される通常の労働者の１週間の所定労働時間に比し短い労働。）

を雇い入れたときは、(ｱ)昇給の有無、(ｲ)退職手当の有無、(ｳ)賞与の有

無、についても、文書の交付（労働者が希望すればＦＡＸや電子メール

も可）により明示しなければなりません（パートタイム・有期雇用労働

法６条１項、同法施行規則２条）。 

これら以外についても、使用者は、労働契約の内容（期間の定めのあ

る労働契約に関する事項を含む。）について、できる限り書面により確

認しなければならず、労働者に提示する労働条件及び労働契約の内容に

ついて、労働者の理解を深めるようにしなければなりません（労働契約

法４条）。 

以下に、労働契約書の一例を掲載しましたので、参照してください。 
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【書式例】 

                       労 働 契 約 書 

                              平成○年○月○日 

 

                弁護士  甲 ○  ○  ○  ○ 

                事務局  乙 ○  ○  ○   ○ 

 

１、乙は、甲の法律事務及びその関連する業務を誠実に補助する。  

２、乙の労働条件は下記の通りとする。 

（１）賃金 

① 基本給は月額○○万円とする。 

② 毎月２０日締め、当月末日支払いとする。 

③ 交通費は別途実額を支給する。 

④ 所定時間外労働に対する賃金の割増率は労働基準法及び同法施行

規則による。 

（２）就業場所及び従事すべき業務 

就業場所は○○法律事務所、従事すべき業務は甲の法律事務及びその

関連する業務の補助とする。 

（３）勤務時間 

勤務時間は午前９時から午後６時（休憩時間午後０時から午後１時）

までとする。 

但し、甲は、乙に対し、必要に応じて所定労働時間を超えて残業させ

る場合がある。 

（４）休日・休暇 

① 土曜日、日曜日、祝祭日は休日とする。 

② 年次有給休暇の日数は労働基準法による。 

（５）退職 

乙が自己の都合により退職しようとするときは、２週間前までに退職

届を甲に提出する。 
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（６）解雇 

甲は、以下の事由があるときは、乙を解雇することがある。  

① 甲の事業縮小または事業の継続不可能などのやむを得ない業務の

都合によるとき。 

② 乙が精神または身体上の理由により業務に耐えられないとき。  

③ 能力または勤務態度が著しく不良で改善の余地がないとき。  

④ その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき。  

（７）定年制 

定年を満６５歳とする。 

３、乙の試用期間は３か月とする。 

４、乙は、業務を通じて知った秘密を事務所外の第三者に漏らしてはならな

い。 

５、甲は乙を社会保険・労働保険に加入させる。 

                            【以上】 

 

５ 身分証明書発行について 

事務職員は、弁護士の指示のもと業務に従事するにあたり、裁判所・ 検

察庁・自治体窓口・関係省庁などで、身分を証明できるものの提示を求め

られることがあります。 

神奈川県弁護士会には、統一形式による身分証明書制度（弁護士会が弁

護士に貸与する形式）があります。 

申請から受領までの流れは以下のとおりですが、詳しい内容については、

神奈川県弁護士会事務局業務課第１係宛にお問い合わせください。 

① 発行対象者 法律事務所で常時雇用される職員 

          （派遣職員・パートタイム職員を含む） 

② 証明書の仕様 プラスチックカード 

（キャッシュカードと同様のサイズ） 

  ③ 発行手数料 ３、３００円（消費税込み） 

  ④ 有効期間 ３年間 

  ⑤ 発行要領 以下の書類を弁護士会本部２階業務課第１係、または各
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支部に、職員本人が持参する。 

    ・貸与申請書 

    ・写真 縦４ｃｍ×横３ｃｍ（申請書に貼付） 

    ・住民票の写し 

    ・身分証明書（本人確認のできる運転免許証など） 

    ・職印（貸与を受ける弁護士の職印を、申請書に押印する） 

    ・通称使用理由書（身分証明書に通称＝旧姓などを使用する方のみ） 

    ・戸籍抄本（身分証明書に通称＝旧姓などを使用する方のみ） 

  ⑥ 受領 身分証明書は申請より約１か月でできあがり、貸与を受ける

弁護士あてに身分証明書カード交付書が郵送される。その後、弁護士

本人が交付書と職印を弁護士会本部または申請した支部に持参し、受

領する。 

 

第３ 労働条件 

１ 労働条件とその基準 

（１）労働条件とは、基本的に、賃金・労働時間その他労働者の職場での一

切の待遇をいい、労働契約の内容をなすものです。そこには、労働契約

の締結、存続、終了の全局面の待遇が含まれます。労働条件は、「労働者

と使用者が、対等な立場において決定すべきもの」（労基法２条１項）で

すが、ここでは契約自由の原則が大きく制限されていますので、使用者

としては、関係法令の理解と遵守が必要不可欠です。 

 労働関係法令の中で、労基法は労働条件の最低基準を定める最も基本

的な法律で、罰則も用意されています。労基法以外にも、労働条件の基

準を定める法律として、男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律）、育児･介護休業法(育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）、パ

ートタイム・有期雇用労働法（短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用

管理の改善等に関する法律）、賃金支払確保法（賃金の支払の確保等に関

する法律）、最低賃金法、労災保険法（労働者災害補償保険法）などがあ

ります（カッコ内は正式名称）。また、労働契約法は、労働契約の基本的
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事項や指針を定めるとともに、労働条件の決定・変更などについて原則

を定めています。 

（２）労働条件は、明確に定めておくことが、労使間のトラブルを防ぐため

に必要不可欠です。 

労基法１５条は、採用に際して、労働条件の明示義務を使用者に課し

ていますが、明示すべき労働条件の内容、方法などは、第２・４「労働

条件の明示と労働契約の内容の理解の促進」に記載したとおりです。 

（３）正規労働者と非正規労働者との間で、労働条件に相違を設けることに

ついても、労働関係法令は制限を設けています。 

２０１８年に改正されたパートタイム・有期雇用労働法は従前からの

規定を整理し、①職務内容（業務の内容及び責任の程度）、②職務内容・

配置の変更の範囲、③その他の事情を考慮した上で、不合理と認められ

る相違を設けることを禁止しています（同法８条）。特に、上記①②が同

じ場合には、差別的取扱を禁止しています（同法９条）。 

   なお、パートタイム・有期雇用労働法の改正に伴い、有期労働契約を

締結している労働者について、無期労働契約を締結している労働者と比

較して、不合理と認められる労働条件の相違を設けることを禁止してい

た労働契約法２０条は削除されました。労働契約法２０条と比べて、改

正法は、基本給や賞与との関係でも不合理な相違や差別的取扱を禁止す

ることを明記し、合理性を判断する際の考慮要素を、待遇の性質及び待

遇を行う目的に照らして適切と認められるものに限定する改正をしてい

ます。 

   そして、正規労働者とパートタイム労働者や有期雇用労働者との間で、

基本給、賞与その他の待遇について相違を設けるのであれば、待遇の相

違の内容、相違を設けている理由、待遇決定に際しての考慮事項等につ

いて、労働者から求めがあった場合に説明を行うことも、使用者の義務

として定められています（同法１４条）。 

２ 就業規則の制定 

（１）就業規則は、使用者が、多数の労働者を使用して、労働条件を統一的

に設定し、かつ職場の規律を維持しつつ、効率的な事業経営をするため
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に、通常、採用手続、服務規律、人事、労働条件、解雇・退職、懲戒、

災害補償その他、上記目的のために必要な事項を、使用者の権限として

定めるものです。 

そして労基法は、以下のとおり、就業規則において定めるべき労働条

件その他の必要的記載事項を法定するとともに、使用者に対し、その作

成・変更・届出手続や労働者への周知義務を課しています。 

（２）常時１０人以上の労働者を使用する使用者は、就業規則を定め労基署

に届け出た上、掲示・備え付け・書面の交付などにより労働者に周知さ

せなければなりません。また、その作成・変更について、労働者の過半

数代表者などの意見を聴かなければなりません。（労基法８９・９０条、

１０６条１項） 

労働者が１０人未満の場合でも、作成することは、労働条件明確化な

どに役立ちます。 

（３）就業規則の記載事項（労基法９０条）は、労基法１５条で労働契約の

締結に際して明示すべきものとされている労働条件の多く（「第２・４「労

働条件の明示と労働契約の内容の理解の促進」に記載した③～⑬）と重

なります。したがって、就業規則を制定し、これを労働契約締結時に労

働者に交付すれば、大部分の労働条件を書面で明示したことになります。 

（４）就業規則は、労働者との合意がなくても、使用者が一方的に定めるこ

とができるものですが、それが合理的な労働条件を定めるものであるか

ぎり、法規範性が認められ、労働契約の内容になる、とされています（最

大判昭和４３年１２月２５日、最判昭和６１年３月１３日）。 

そして、就業規則で定める労働条件に達しない労働条件を定める労働

契約は、その部分については無効とされ、就業規則に定める基準による

ことになります（労働契約法１２条）。しかし、就業規則は法令及び労働

協約に反してはならず、これらに反する部分は無効となります（労基法

９２条）。 

３ 労働条件の変更 

（１）労働契約は継続的な契約関係で、長期間にも及びますから、途中で労

働条件の変更が必要になることがあります。その変更は、契約法理から
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して、原則として使用者と労働者の個別の合意によるべきもので（労働

契約法８条）、使用者による一方的な、特に労働者に不利益な変更はでき

ないことになります（例えば賃下げ、労働時間の延長など）。 

（２）就業規則の変更による労働条件の不利益な変更も同様ですが、一定の

場合には、これができるとされる場合があります（労働契約法９条）。 

   すなわち、就業規則の変更が、①労働者の受ける不利益の程度、②労

働条件の変更の必要性、③変更後の就業規則の内容の相当性、④労働組

合などとの交渉の状況、⑤その他の就業規則の変更に係る事情に照らし

て合理的なものであるときは、労働条件は「変更後の就業規則に定める

ところによる」とされます（労働契約法１０条）。 

①は労働者側の受ける不利益の大きさや質の程度、②は使用者側の事

情、例えば経営不振の程度などで、賃金の切下げには判例上特に高度の

必要性を要するとされています。③は内容自体の合理性や、代償措置な

ど関連する労働条件の改善の有無など、④は団体交渉や説明義務の履行

など、⑤は社会的な一般状況などが考えられます。 

４ 賃金 

（１）賃金とは、「賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働

の対償として使用者が労働者に支払うすべてのもの」（労基法１１条）を

いいます。賃金の支払には、以下の原則があります（労基法２４条）。 

① 通貨払の原則。ただし、労働者の同意を得て、労働者が指定する銀

行その他の金融機関の本人名義の口座に振り込んで支払うことがで

きます（労規則７条の２）。 

② 直接払の原則。代理人への支払も、賃金債権譲渡先への支払も不可

とされています。 

③ 全額払の原則。ただし、法令に別段の定めのある場合（所得税・地

方税、社会保険料、財形貯蓄金などの控除）や、事業場の過半数代表

者・労働組合との協定による場合は、一部を控除して支払うことがで

きます。また、使用者の労働者に対する損害賠償請求権を自働債権と

する相殺も許されません（但し、労働者の自由な意思に基づいて相殺

の合意がなされたと認められる合理的理由が客観的に存在する場合
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は可）。 

④ 定期払の原則。毎月１回以上、一定の期日を定めて支払わなければ

なりません。 

（２）使用者の責めに帰すべき事由による休業の場合には、使用者は、休業

期間中、平均賃金（労基法１２条）の１００分の６０以上の休業手当を

支払わなければなりません（労基法２６条）。なお、使用者の責めに帰す

べき事由による労働債務の履行不能の場合には、労働者は反対給付請求

権（賃金全額の請求権）を失いません（民法５３６条２項、例えば解雇

無効の場合）から、労基法２６条の「責めに帰すべき事由」はこれより

広く、経営上の障害（機械の検査、原材料の不足など）による休業も該

当します。しかし、天災事変などの不可抗力による場合はこれに該当せ

ず、ノーワーク・ノーペイの原則が妥当します。 

（３）退職労働者に対する未払賃金（例えば未払残業代。退職手当を除く。）

については、退職日の翌日から支払済みまで、年１４．６％の遅延利息

が生じます（賃金の支払の確保などに関する法律６条）。 

（４）民法改正に合わせて、労働基準法が一部改正され、賃金請求権の消滅

時効期間は２年間から５年間へと延長されましたが（労基法１１５条）、

同時に、経過措置として当分の間は３年間とすることも附則に盛り込ま

れています（労基法１４３条３項）。そのため、賃金請求権の消滅時効期

間は、令和２年３月３１日までに支払日が到来した分は２年間、同年４

月１日以降に支払日が到来した分は３年間となります。 

なお、災害補償その他の請求権については２年間、退職手当の請求権

は５年間が消滅時効期間とされている点に変更はありません（労基法１

１５条、１４３条３項）。 

 

第４ 労働時間 

１ 労働時間・休日・休憩 

（１）労働時間の上限 

  使用者は、原則として、１日８時間、あるいは、１週４０時間を超え

て労働者を働かせてはなりません（労基法３２条）。 
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 使用者が、法が定める労働時間を超えて労働者を働かせるには、労働者

の過半数で組織する労働組合（以下、「過半数組合」といいます。）、ある

いは、労働者の過半数を代表する者（以下、「過半数代表者」といいます。）

と書面による協定をして、これを労働基準監督署に届け出なくてはなり

ません。このような労基法３６条に基づく協定を、一般的には「３６協

定」と呼んでいます。 

 ３６協定を結ばないまま、労働者を法定の労働時間を超えて働かせるこ

とは罰則の適用もある重大な違法な行為ですが（労基法１１９条１号）、

その場合でも、使用者は時間外労働として割増賃金を支払わなくてはな

りません。 

  また、３６協定を締結した場合であっても、無制限に時間外労働を行

わせることが認められるわけではありません。あくまで３６協定に則っ

て、その範囲内で時間外労働を行わせることが許されているに過ぎませ

ん。 

  ２０１８年の労働基準法の改正によって、３６協定を締結した場合で

も、時間外労働の上限は、月４５時間、年３６０時間を原則とし（労基

法３６条４項）、臨時的で特別な事情がある場合でも年７２０時間、月１

００時間未満、複数月平均８０時間が上限として定められています（労

基法３６条５項、６項）。そして、労働基準法が定める上限を超えて時間

外労働を行わせた場合、使用者は６箇月以下の懲役又は３０万円以下の

懲役に処せられる可能性があります（労基法１１９条１号）。 

（２）休日の付与 

  使用者は、労働者を働かせるにあたり、原則として、１週の間１回以

上休日を与えなくてはなりません（労基法３５条１項）。もっとも、４週

間を通じ４日以上の休日を与えれば週休１日制の原則の適用を受けませ

ん（同条２項）。 

  使用者が、労働者を休日に労働させる場合にも、３６協定を結ぶ必要

があります。また、３６協定を結ばないで休日に労働させた場合であっ

ても、休日労働として割増賃金を支払わなくてはなりません。 

  なお、休日と所定労働日を変更するにあたって、事前に休日の振替を
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行っていれば、元々の休日は労働日に変更されていますので、休日労働

とはなりません。しかし、事前の変更を行わず、休日に労働させた後、

所定労働日を休日としても、休日労働として割増賃金を支払わなくては

なりません。 

（３）休憩の付与 

  １日の労働時間が６時間を超える場合は４５分、８時間を超える場合

は１時間の休憩時間を労働時間の途中に与える必要があります。また、

休憩時間は、原則として、一斉に付与することが定められています（労

基法３４条２項本文）。もっとも過半数代表との書面による協定があると

き等は、従業員毎に休憩時間を付与することができます。 

（４）労働時間の把握 

  ２０１８年の労働安全衛生法の改正によって、事業者には、労働者の

労働日の状況を、厚生労働省令で定める方法により把握することが義務

として定められました（同法６６条の８の３）。 

  そして、労働安全衛生規則は、タイムカードの記録やパソコン等の電

子計算機の使用時間の記録など、客観的な方法による労働時間の把握を

求めており、それらの記録について３年間の保存義務を定めています（同

規則５２条の７の３）。 

（５）勤務間インターバルの設定 

  ２０１８年の「働き方改革」に関する一連の法改正の一環として、勤

務間インターバルを導入することが事業主の努力義務として定められま

した（労働時間等の設定の改善等に関する特別措置法２条１項）。 

  勤務間インターバルとは、１日の業務終了時間から翌日の業務開始時

間まで一定以上の休息時間（インターバル）を確保する制度です。勤務

間インターバルの先進地域であるＥＵでは、１１時間以上の勤務間イン

ターバルを設けることが使用者には義務付けられていますが、今回の法

改正によって、我が国でも、勤務間インターバルの設定が事業主の努力

義務として、法律上定められました。 

２ 割増賃金の計算方法 

（１）賃金の割増率 
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時間外労働・・・ １日８時間、あるいは、１週４０時間を超える労

働。２５％以上の割増賃金が発生します。 

時間外労働が１箇月について６０時間を越えた場

合、５０％以上の割増賃金が発生します（労基法３

７条１項ただし書）。なお、２０１８年の労働基準

法の改正によって、中小事業主（サービス業を主た

る事業とする事業主については、常時使用する労働

者の数が１００人以下である事業主）の事業につい

ても、２０２３年４月１日から上記の規定が適用さ

れることになりました。 

深夜労働・・・ 午後１０時から午前５時の時間帯における労働。２

５%以上の割増賃金が発生します。 

   休日労働・・・ 休日における労働。３５％以上の割増賃金が発生し

ます。 

    時間外労働と深夜労働が重なる場合には５０％以上の割増賃金が、

休日労働と深夜労働が重なる場合には６０％以上の割増賃金が発生

します。 

（２）割増賃金の計算式 

  割増賃金の計算は、月給制の場合、通常の労働時間又は労働日の賃金

（所定賃金）を月の所定労働時間で割り、割増賃金が発生する労働時間

について、上記の割増率を加算して計算します。 

  以上の内容を計算式にすると、以下のようになります。 

 

    通常の労働時間又は労働日の賃金（所定賃金）÷月間所定労働時間× 

（１＋割増率）×時間外（又は深夜若しくは休日）労働時間数 

  

  なお、所定賃金には、家族手当、通勤手当、その他厚生労働省令で定

める賃金は算入しないとされています（労基法３７条５項）。そして、労

基法施行規則２１条は、所定賃金に算入しない賃金として、別居手当、

子女教育手当、住宅手当、臨時に支払われた賃金、１ヶ月を超える期間
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ごとに支払われる賃金を定めています。 

  但し、各手当が所定賃金に算入されるか否かの判断について、以下の

点に留意する必要があります。 

     ●独身者にも一定額の手当が支払われている場合、独身者に支払われてい

る部分（又は扶養家族のある者に対して「本人分」として支払われてい

る部分）は、家族手当ではないとされます（昭和２２年１２月２６日基

発第５７２号） 

     ●扶養家族がいる労働者に支払われるものであっても、家族数に関係なく

一律に支払われる手当は家族手当とみなされず、所定賃金に含まれると

されています（昭和２２年１１月５日基発第２３１号） 

     ●通勤手当について、距離に関係なく支払われる部分がある場合、その部

分は所定賃金に含まれます（昭和２３年２月２０日基発第２９７号） 

     ●住宅手当が、住宅に要する費用に応じて算定されておらず、住宅に要す

る費用以外の費用に応じて算定されていたり（例えば、扶養家族の有無

によって金額が決められているような場合）、一律に定額で支給されてい

たり（例えば、賃貸住宅居住者には２万円、持家居住者には１万円と決

められているような場合）する場合、所定賃金に算入しなければなりま

せん（平成１１年３月３１日基発第１７０号） 

（３）遅延損害金の利率及び付加金の発生 

  割増賃金を含む、賃金の支払が遅れた場合の遅延損害金の利率ですが、

民法改正に合わせて、商事法定利率を定めた商法５１４条が削除された

ため、年３％となりました。 

なお、労働者が退職した場合、退職の翌日から支払日まで、年１４．

６％の遅延損害金を支払わなくてはならない点については、変更はあり

ません（賃金の支払の確保などに関する法律６条１項、同法施行令１条）。 

  また、裁判所は、労働者が割増賃金の支払を求める訴訟の判決におい

て、労働者の請求により、未払額と同額の付加金の支払を命じることが

できます（労基法１１４条）。 

３ 年次有給休暇 

（１）年次有給休暇の発生要件と日数 
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  ６ヶ月間継続して勤務し、全労働日の８割以上勤務した者に対して年

次有給休暇として１０日を与えること、その後１年を経過するごとに所

定の日数を加えること、６年６ヶ月以上継続して勤務すると２０日間の

有給休暇を与えることが定められています（労基法３９条）。 

  具体的な日数は以下のとおりです。 

      

勤続年数 ６月 １年６月 ２年６月 ３年６月 ４年６月 ５年６月 ６年６月 

日数 １０日

ニチ日 

１１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日 

 

（２）年次有給休暇の取得方法 

  労働者は、年次有給休暇を取得する具体的な日を指定することができ

（時季指定権）、労働者が具体的な休暇の始期と終期を特定して使用者に

通知するだけで年次有給休暇を取得することができます。 

  他方、使用者は、「事業の正常な運営を妨げる場合」は年次有給休暇の

取得時期を変更させることができます（時季変更権－労基法３９条５項）。

但し、「事業の正常な運営を妨げる場合」とは、労働者が年次有給休暇の

取得日として指定した日において、当該労働者のその日の労働がその日

の業務運営にとって必要不可欠であり、当該労働者が就労しないことで、

全体の業務が阻害されるような場合を意味します。 

  そのため、忙しいという理由や、日常的な会議に出席・報告が予定さ

れているという理由では、「事業の正常な運営を妨げる場合」に該当しま

せん。 

  また、２０１８年の労働基準法の改正によって、年次有給休暇の日数

が１０日以上の労働者について、１年以内の期間に５日の有給休暇を取

得させることが、使用者の義務として定められました（労基法３９条７

項）。使用者がこの規定に違反した場合、３０万円以下の罰金に処せられ

る可能性がありますから（労基法１２０条１号）、これまで以上に年次有

給休暇の管理には注意を払わなくてはなりません。 

（３）年休の時間単位の付与及び計画的な付与 
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  過半数組合、あるいは、過半数代表者との書面による協定によって、

年５日を限度として、時間単位で年次有給休暇を付与することができま

す（労基法３９条４項）。同様に、過半数組合、あるいは、過半数代表者

との書面による協定によって、年次有給休暇の内、年５日を超える部分

について、予定した年休日として指定することができます（労基法３９

条６項）。 

（４）パートタイム労働者に対する年次有給休暇の付与及び比例付与 

  パートタイム労働者（所定労働時間ないし所定労働日数が通常労働者

より短い労働者）であっても、①所定労働日数が週５日以上の者、②所

定労働日数が年２１７日以上の者、③所定労働日数が週４日以下でも所

定労働時間が週３０時間以上の者は、上記の労働者と同様の年次有給休

暇を取得する権利があります（労基法３９条３項）。 

  また、パートタイム労働者であって、①から③のいずれに該当しない

者であっても、１週間の所定労働日数又は１年間の所定労働日数に比例

して、年次有給休暇を取得することができます（比例付与・労基法３９

条３項、労基法規則２４条の３）。 

（５）年次有給休暇取得に対する不利益取扱の禁止 

  使用者は、年次有給休暇を取得した労働者に対して、賃金の減額その

他不利益な取扱をしないようにしなければなりません（労基法１３６条）。 

４ 母性保護 

（１）産前産後の休業 

  母性保護の観点から、使用者は６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）

以内に出産する予定の女性が休業を請求した場合、その女性を就業させ

てはなりません（労基法６５条１項）。また、使用者は、産後８週間を経

過しない女性を就業させてはなりませんが、産後６週間を経過した女性

が請求した場合で、その女性について医師が支障がないと認めた業務に

就かせることは差し支えありません（労基法６５条２項）。 

  産前産後の休業中は給与を支給する義務はありませんが、健康保険に

よって、産前４２日（多胎妊娠の場合９８日）、産後５６日を限度として、

休業期間１日につき標準報酬日額の３分の２の金額が出産手当金として
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支給されます（健康保険法５０条２項、６９条の１８）。 

  また、産前産後の休業期間およびその後３０日間は、当該女性を解雇

することが禁止されています（労基法１９条１項）。 

（２）時間外労働などの禁止 

  使用者は、妊産婦が請求した場合、時間外労働、休日労働、深夜労働

をさせてはなりません（労基法６６条２項、３項）。 

（３）生理休暇 

  使用者は、生理日の就業が著しく困難な女性が休暇を請求したときは、

その者を生理日に就業させてはなりません（労基法６８条）。 

５ 育児・看護・介護に関する規定 

（１）育児休業 

  １歳未満の子を養育する労働者は、休業開始１ヶ月前までに、休業期

間の開始予定日・終了予定日など所定事項を記載した書面によって、育

児休業を事業主に申し出ることができます（育児・介護休業法５条）。 

  また、①保育所に入所を希望したが入所できない場合、②子を１歳以

降養育する予定であった者が、死亡や負傷、疾病などにより養育困難に

なった場合のいずれかの場合、１歳６ヶ月まで育児休業をすることがで

きます。 

（２）育児時間 

  使用者は、１歳未満の生児を育てる女性が請求したときは、法定の休

憩時間のほか、１日２回、各々少なくとも３０分の育児時間を与えなく

てはなりません（労基法６７条１項）。育児時間の取得は、１日１回６０

分という形でも認められ、勤務時間の始めまたは終わりであってもよい

とされています。 

  但し、法定の育児時間は１日８時間の労働を予想したものであること

から、１日の労働時間が４時間以内の女性に対しては、１日１回、少な

くとも３０分の育児時間でよいとされています。 

（３）短時間勤務制度 

  使用者には、３歳未満の子を養育する労働者について、労働者が希望

すれば利用できる短時間勤務制度を設ける義務があります（育児・介護
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休業法２３条１項）。短時間勤務制度の内容は、１日の所定労働時間を原

則として６時間とする措置を含むものとしなくてはなりません（同法施

行規則３４条１項）。 

  また、３歳未満の子を養育する労働者が請求した場合、使用者は、そ

の労働者を所定労働時間を超えて労働させてはなりません（育児・介護

休業法１６条の８）。 

（４）看護休暇 

  小学校就学前の子を養育する労働者は、１年度において５日（養育す

る小学校就学前の子が２人以上の場合は１０日）を限度として、病気や

怪我をした子の看護のため、あるいは、子に予防接種や健康診断を受け

させるため、休暇を取得することができます（育児・介護休業法１６条

の２第１項、同法施行規則２９条の３）。 

（５）介護休業 

  労働者は、要介護状態にある配偶者（事実婚を含む）、父母及び配偶者

の父母、祖父母、子、孫、兄弟姉妹を介護するために、要介護者１人に

つき通算９３日を限度として介護休業を事業主に申し出ることができま

す（育児・介護休業法１１条）。「要介護状態」とは、負傷、疾病または

身体上もしくは精神上の障害により、常時介護を必要とする状態をいい

ます（育児・介護休業法２条３号）。 

（６）介護休暇 

  労働者は、要介護状態にある配偶者（事実婚を含む）、父母、子または

配偶者の父母を介護するために、１年度において５日（要介護状態にあ

る者が２人以上の場合は１０日）を限度として、介護のための休暇を取

得することができます（育児・介護休業法１６条の５第１項）。 

（７）不利益取扱の禁止 

  使用者は、労働者が育児休業・看護休暇・介護休業・介護休暇の申出

をしたこと、又は実際にこれらの休業・休暇をしたことを理由として、

当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱をしてはなりません（育

児・介護休業法１０条、１６条、１６条の４、１６条の７）。 

（８）育児休業給付・介護休業給付 
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  育児休業・介護休業期間中の賃金は、特別の合意がない限り無給とな

ります。 

ただし、雇用保険から、育児休業給付の場合、育児休業の開始から６

ヶ月間は休業開始前の賃金の６７％、６ヶ月経過後は休業開始前の賃金

の５０％が支給されます。また、介護休業給付の場合、休業開始前の賃

金の６７％が支給されます。 

  看護休暇・介護休暇については、雇用保険からの給付はありませんが、

労使の合意によって有給とすることは可能です。 

 

第５ 事務職員の教育・研修  

１ 教育・研修の必要性 

  法律事務の事務職員は、複雑な問題を抱えている依頼者、相手方、その

関係者などと接する機会が多く、他の職場以上に慎重な対応が要求されま

す。郵便物やＦＡＸの誤送達といった「単純ミス」によっても、依頼者と

の信頼関係の破壊や、関係者を新たな紛争に巻き込むような重大な事態を

招く危険があるため、個人情報の管理、事件記録などの管理に関しても、

細心の注意を払う必要があります。 

このため事務職員を採用し、実際に職場で働いてもらうにあたっては、

十分な教育、研修が必要です。更に、ＦＡＸ番号の登録・管理や事件記録・

顧客名簿上の表記を工夫するなどといった、「ミス」がおこりにくいような

システム、環境を整備しておく必要があります。当該事務職員個人の責任

として済ませるのでは、今後の同種事故の再発防止につながりません。そ

こで、採用後も定期的に事務職員の研修の機会を持ち、事務職員との間で

問題意識を共有しておくことも必要です。 

この点、弁護士側が、事務職員のミスを理由に「能力不足」として解雇

したような場合には、当該解雇の有効性の判断において、弁護士側がミス

防止のための教育・指導、配慮などをしていたかどうかが判断の要素とな

ります。 

２ 教育・研修の内容・方法 

（１）事務職員の教育・研修の内容としては、手続一般や、専門用語に対す
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る知識・理解を持ってもらうことが必要不可欠です。また実際に法廷傍

聴の機会を持つなどして、法廷での手続きのやりとり、尋問の様子など

も見てもらうとよいでしょう。 

   また事案の種別、個別事案ごとの注意点、背景事情、気を付けるポイ

ントなどについてできるだけ詳しく説明し、知識を持ってもらうことが

望ましいと思われます。 

（２）神奈川県弁護士会における事務職員研修 

   神奈川県弁護士会では年間を通して事務職員研修を行なっています。

近年の例においては、下記のようなカリキュラムになっています。 

    ・弁護士の仕事と事務職員の役割・基本的な日常業務  

    ・裁判資料の収集と調査 

    ・債務整理 

    ・家事・人事 

    ・法人破産の申立 

    ・相続・成年後見 

    ・民事保全・担保取消 

    ・民事執行 

   上記研修会は、基本的には初心者・初級者を対象として、手続きの流

れ、制度の概要、用語の意味を理解できる程度のレベルにすることを目

標としていますが、講師には当会の弁護士のほか裁判所書記官なども迎

えて実施していますので、最新の実務運用の知識を得ることができます。

従って、このような研修会に参加することは、事務職員が法律業務全般

の体系的な理解を深め、スキルを高める良い機会となるので、弁護士は

事務職員が研修会に積極的に参加することができるよう配慮する必要が

あります。 

（３）日弁連・事務職員能力認定制度 

２００８年度より日弁連が事務職員能力認定制度を開始し、能力試験

及び研修を実施しています。 

   通年２年以上法律事務所に勤務した事務職員が対象で、クレオでの中

央研修、もしくは各会における日弁連の承認を受けた研修を受け、事務
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職員能力認定試験受講資格を取得します。 

中央研修で行なわれる研修のテーマは、民事訴訟、民事保全、民事執

行、戸籍、登記、供託、離婚・その他家事事件、相続、成年後見、債務

整理、破産管財人事務、刑事・少年事件、事務職員倫理などです。事務

職員能力認定試験に合格すると日弁連の合格者名簿に名前が登載されま

す。こうした研修・認定制度は、事務職員の能力向上及び意識向上のた

めに活用できると考えられます。 

３ 参考教材 

法律事務に関する参考教材としては以下のようなものがあります。これ

らを参考の上、各事務所で適宜工夫して指導に利用するとよいでしょう。 

・日弁連ｅラーニング「法律事務所事務職員向け初級研修」（２０１０年度、

２０１２年度、２０１４年度、２０１６年度） 

  ・日弁連ｅラーニング「法律事務所の事務処理ルール 第１回～第４回」 

・日本弁護士補助職協会「法律事務職員基本研究テキスト（上）（下）」（令

和元年改訂） 

  ・日本弁護士補助職協会「法律事務職員応用研修テキスト１～７」 

  ・第二東京弁護士会「法律事務職員ハンドブック」（平成２１年５訂版） 

・第二東京弁護士会「Ｑ＆Ａで分かる 法律事務職員実践ハンドブック」

（平成２９年改訂） 

また、前記２（２）で紹介した、神奈川県弁護士会で過去に行なった研

修についても、ＤＶＤの無料貸し出しを行なっていますので、ご活用くだ

さい。 

 

第６ 労働保険・社会保険の加入 

１ 労働保険 

（１）適用事業 

労働保険とは、労働者災害補償保険（労災保険）と雇用保険の総称で

す。 

労災保険は、政府が管掌し、労働者の業務上（通勤途上を含む）の負

傷、疾病、障害又は死亡等に対して各種給付を行なう制度です。雇用保



 

- 24 - 

 

険は、政府が管掌し、労働者が失業した場合及び労働者について雇用継

続が困難となる事由が生じた場合等に必要な給付を行う制度です。 

原則として、１人でも労働者を雇用している事業所は、事業主や労働

者の意思にかかわりなく、法律上当然に保険関係が成立する適用事業と

なります。「法律事務所」は例外ではなく、法律上当然に保険関係が成立

します。 

   なお、事業主が故意または重大な過失により労働保険に係る保険関係

成立届を提出していない期間中に、労災に該当する事故が発生し、労災

保険給付を行なった場合、事業主は遡って労働保険料及び追徴金の徴収

を受けるだけでなく、労災保険給付に要した費用の全部又は一部の徴収

を受けることになっています（労災保険法３１条１項１号）。 

   また、労災保険給付が行われても、労災保険給付の限度を越える損害

について、使用者は民法上の損害賠償責任を問われる場合があります。 

（２）必要な手続 

事務職員を採用した時点で適用事業となりますので、事業主はまず

「保険関係成立届」を、事務所所在地を管轄する労働基準監督署へ提出

する必要があります。 

その後、所轄のハローワーク(公共職業安定所)へ「雇用保険適用事業

所設置届」、「雇用保険被保険者資格取得届」を提出し、さらに労働保険

の概算保険料を納付することになります。 

詳しい手続は、厚生労働省のホームページでご確認下さい。また、労

働保険加入などの事務手続は、神奈川県弁護士協同組合が取り扱ってい

ますのでご利用下さい。 

（３）適用労働者 

   労災保険はすべての労働者を対象にしています。勤務時間、雇用期間

の長短、年齢などで適用の除外になることはありません。ですからパー

トタイム職員も当然対象となります。また事業主も①雇用する労働者に

ついて保険関係が存在し、②労働保険の事務処理を労働保険事務組合に

委託した場合は、事業に従事する者（家族従事者や共同経営者など）と

ともに特別に労災保険に加入できます。 
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   一方、雇用保険では、労働保険の適用事業所に雇用されている職員で

あってもすべての労働者が雇用保険の適用労働者となるわけではありま

せん。１週間の所定労働時間が２０時間以上であって、３１日以上の雇

用見込みがある場合、雇用保険の適用労働者となります。「３１日以上の

雇用見込み」とは、３１日以上雇用が継続しないことが明確である場合

を除き、該当することとなります。 このため、短期のアルバイトは雇

用保険の対象となりませんが、パートタイム労働者のうち、１週間の労

働時間が２０時間以上かつ３１日以上引き続き雇用されることが見込ま

れる場合は、雇用保険が適用されることとなります。 

（４）保険料の納付 

労働保険料の納付は、まず概算額で前払いし、一定の期間が経過した

後に、確定額を申告・納付し、概算額との過不足を精算する形をとって

います。 

事務所を開設して最初に納付すべき保険料は、事業を開始した日の翌

日から５０日以内に納める「概算保険料」です。概算保険料とは、１保

険年度中に使用するすべての労働者に支払う賃金総額の見込額に保険料

率を乗じたものです。保険年度は４月１日から翌年３月３１日までです。

事業を開始した日が保険年度の途中である時は、事業を開始した日から

次の３月３１日までの賃金総額の見込額に保険料を乗じた概算保険料を

納めます。 

概算保険料は一括で納めますが、納める金額が４０万円以上の場合は

３回に分割して納付することができます（これを延納といいます）。 

概算保険料を支払った後は、毎年６月１日から７月１０日までに（７

月１０日が土曜日に当たるときは７月１２日、日曜日に当たるときは７

月１１日までとなります。）今年度の「確定保険料」と次年度の「概算保

険料」を併せて納付します。以後毎年この手続を繰り返していきます。

概算保険料、確定保険料の申告・納付について必要な用紙は都道府県労

働局から郵送されてきます。 

（５）保険料率（弁護士の場合） 

 被保険者負担分 事業者負担分 
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労災保険 なし １０００分の３ 

雇用保険 １０００分の３ １０００分の６ 

     （保険料率は変動がありますので、ご注意ください。） 

２ 社会保険  

（１）適用事業 

社会保険とは、健康保険と厚生年金保険の総称です。法律事務所は、

労働者が何人いても、社会保険への加入を強制されることはありません

が、認可を受けて適用事業所になることは可能です。ただし、法人の事

務所は、１人でも労働者がいれば社会保険に加入しなければなりません。 

認可を受けて適用事業所になるには、被保険者となれる者の２分の１

以上の同意を得て、事業主が所轄の事務センターまたは年金事務所に申

請書を提出します。認可を受けた場合は、加入に同意しなかった者も含

め全員が被保険者となります。 

（２）適用労働者 

   適用事業所で働く労働者は、以下の適用除外者を除く全員が社会保険

に加入します。 

    （被保険者とならないもの） 

・日々雇い入れられる人。 

・２か月以内の期間の定めて使用される人。 

・季節業務（４か月以内）に使用される人。 

・臨時的事業の事業所（６か月以内）に使用される人。  

パート・アルバイトとして働いている人は、その労働時間・労働日数

につき同じ事務所で働く正職員の所定労働時間及び所定労働日数の概ね

４分の３以上であれば被保険者となります。 

（３）保険料の納付 

社会保険の保険料は、個々の労働者の標準報酬月額に保険料率を乗じ

た額です。毎月の保険料とは別に、賞与が支払われたときも保険料を納

めます。賞与に対する保険料は、「賞与など支払届」によって決定される

準賞与額に保険料率を乗じた額です。賞与が支払われた月の翌月末日ま

で（届出の日によって遅くなることもある）に毎月の保険料と一緒に納
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付します。 

最初に支払う保険料は、被保険者の資格取得日の属する月の翌月末日

までに納付します。以後、毎月末日までに前月分の保険料を納付します。 

（４）保険料の負担 

   保険料率は、見直しが行なわれておりますが、健康保険料・厚生年金

保険料の半額ずつを事業主と被保険者が折半で負担します。被保険者の

負担すべき保険料は、前月分を当月の給与から控除します。当月分を当

月の給与から控除する労働保険の源泉控除の方法と異なりますので注意

して下さい。毎月中旬頃に納入告知書が送付されてくるので、その月の

末日までに納付します。 

ボーナスを支給するときも、定められた保険料率で計算して控除しま

す。 

（５）保険料の免除 

   事業者が年金事務所又は健康保険組合に申出をすることによって育児

休業など（育児休業または育児休業の制度に準ずる措置による休業）を

する場合は、社会保険事務所に申し出ることにより労使ともに保険料が

免除されます。免除期間は育児休業などを開始した日の属する月からそ

の育児休業などが終了する日の翌日が属する月の前月（但し子が３歳に

なるまで）までの期間です。 

３ その他の医療保険と年金保険 

（１）医療保険 

（ア）市町村の行う国民健康保険 

    事務所が社会保険に任意加入しない場合、労働者は国民健康保険

の被保険者となります（健康保険などの被扶養者に該当する者は除

く）。国民健康保険の保険者は住所地の市町村（特別区を含む。以

下同じ。）または国民健康保険組合です。 

     市町村の国民健康保険の保険料はその市町村ごとに決められて

います。 

(イ) 国民健康保険組合の行う国民健康保険（東京都弁護士国民健康保険

組合） 
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   国民健康保険組合が保険者である国民健康保険で、法律事務所に関

係するものは弁護士国民健康保険です。神奈川県弁護士会（他５弁護

士会）所属弁護士並びに法律事務所に勤務する東京都、神奈川県、千

葉県、埼玉県及び茨城県の一部（取手市及び土浦市）に住所を有する

人は、「東京都弁護士国民健康保険組合」に加入することができます。 

   保険料は組合員（弁護士、事務員）が月額２万３０００円（介護保

険賦課被保険者である４０歳から６４歳の組合員は２万８０００円）

で、その家族は１人につき１万１５００円（介護保険賦課被保険者で

ある家族は１人につき１万６５００円）です（平成３１年度）。毎年

１月、４月、７月、１０月の各末日に３ヶ月分ずつ納付します。 

（２）年金保険 

   事務所が社会保険に任意加入しない場合、労働者の加入する公的年金

は国民年金だけになります。 

   国民年金は原則として、日本国内に住所がある２０歳以上６０歳未満

の者が被保険者となります。国民年金には老齢に関する給付、障害に関

する給付、遺族に関する給付があります。これは厚生年金についても同

様です。 

中心となる給付は老齢に関する給付ですが、これは原則として保険料

を納付した期間と免除された期間（その他合算対象期間、学生納付特例

期間、若年者納付猶予期間も含める）を併せて２５年以上有していない

と支給されません。 

   資格取得届などの各種届出は、被保険者が住所地の市町村に１４日以

内に届け出ます。 

４ 健康診断 

事業者は、雇用する労働者について、定期的に医師による健康診断を受

けさせなければなりません（労働安全衛生法６６条１項）。神奈川県弁護士

会では毎年会員及び事務職員を対象に健康診断を実施していますのでご利

用下さい。またその費用の負担についてもご検討ください。 
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第７  ハラスメントの防止 

１ 男女雇用機会均等法の定める雇用主の義務 

男女雇用機会均等法１１条は、事業主に対し、職場における性的な言

動に対する労働者の対応により、当該労働者が労働条件につき不利益を受

け、または、性的な言動により就業環境が損なわれること（「職場における

セクシュアルハラスメント」）がないよう、必要な措置を講じることを義務

付けています。また、事業主が講ずべき措置については指針が定められて

いますので、確認が必要です（「事業主が職場における性的言動に起因する

問題に関して雇用管理上講ずべき措置についての指針」平成１８年厚生労

働省告示第６１５号、最終改正：平成２８年８月２日厚生労働省告示第３

１４号）。 

「職場におけるセクシュアルハラスメント」には様々なものがあります

が、上記指針では、「対価型」と「環境型」に分類して具体例が示されてい

ます。「対価型」の例としては、｢事務所内において事業主が労働者に対し

て、性的な関係を要求したが、拒否されたため、当該労働者を解雇するこ

と｣など、「環境型」の例としては「事務所内において上司が労働者の腰、

胸等に度々触ったため、当該労働者が苦痛に感じてその就業意欲が低下し

ていること」などが挙げられています。 

「職場」とは事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所を指し、 

労働者が通常就業している場所以外の場所であっても、労働者が業務を

遂行する場所であれば「職場」に含まれます。勤務時間外の「宴会」など

であっても、実質上職務の延長と考えられるものは「職場」に該当します

が、その判断に当たっては、職務との関連性、参加者、参加が強制的か任

意かといったことを考慮して個別に行う必要があります。 

「労働者」とは正規労働者だけでなく、パートタイム労働者や契約社員

等、いわゆる非正規労働者を含む、事業主が雇用する労働者の全てをいい

ます。 

上記指針は、事業主が雇用管理上講ずべき措置として、以下の内容を挙

げています。 

① セクシュアルハラスメントの内容及びセクシュアルハラスメン



 

- 30 - 

 

トがあってはならない旨の方針を明確化し、管理・監督者を含む労

働者に周知・啓発すること。 

② セクシュアルハラスメントの行為者については、厳正に対処する

旨の方針及び対処の内容を就業規則その他の職場における服務規

律などを定めた文書に規定し、管理・監督者を含む労働者に周知・

啓発すること。 

③ 相談窓口をあらかじめ定めること。 

④ 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにす

ること。また、現実に生じている場合だけでなく、その発生のおそ

れがある場合や、セクシュアルハラスメントに該当するか否か微妙

な場合であっても、広く相談に対応し、適切な対応を行うようにす

ること。 

⑤ 相談の申出があった場合、事実関係を迅速かつ正確に確認するこ

と。 

⑥ 事実確認ができた場合は、速やかに、行為者及び被害者に対する

措置をそれぞれ適正に行うこと。 

⑦ 再発防止に向けた措置を講じること。事実関係が確認できなかっ

た場合も同様の措置を講じること。  

⑧ 相談者・行為者などのプライバシーを保護するために必要な措置

を講じ、労働者に周知すること。  

⑨ 相談したこと、事実関係の確認に協力したことなどを理由として、

不利益な取扱いを行ってはならない旨を定め、労働者に周知・啓発

すること。 

２ ハラスメント対策の強化 

ハラスメントに対する社会の意識の変化を受けて、２０１９年、ハラス

メント対策を強化する法改正が行われました。 

パワーハラスメントとの関係では、事業主に対して、パワーハラスメン

ト防止のための雇用管理上の措置義務が新たに設けられました（労働施策

総合推進法３０条の２第１項）。従前、セクシュアルハラスメントやマタニ

ティハラスメントとの関係では同様の規定がありましたが、パワーハラス
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メントについても、事業主に対して、相談体制の整備等の対策を講じるこ

とを求めるものです。 

また、パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、マタニティハ

ラスメント、いずれとの関係でも、労働者が事業主にハラスメントの相談

をしたこと等を理由として、事業主が当該労働者を不利益に取り扱うこと

が禁止されています（労働施策総合推進法３０条の２第２項、男女雇用機

会均等法１１条２項、同法１１条の３第２項、育児・介護休業法第２５条

２項）。 

さらに、パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、マタニティ

ハラスメント、いずれとの関係でも、ハラスメントに対する労働者及び事

業主自身の関心と理解を深め、必要な注意を払うよう、研修の実施などの

必要な配慮をすることも定められています（労働施策総合推進法３０条の

３第２項、第３項、男女雇用機会均等法１１条の２第２項、第３項、同法

１１条の４第２項、第３項、育児・介護休業法第２５条の２第２項、第３

項）。 

３ 神奈川県弁護士会のハラスメントの防止に関する規則 

神奈川県弁護士会においても、会員によるハラスメントの防止を目的と

して、「ハラスメントの防止に関する規則」（平成２３年３月３日制定規則

第１８９号）、「セクシュアルハラスメントを防止するために会員等が認識

すべき事項に関する指針」（平成２３年６月２８日制定）、「パワーハラスメ

ントの防止に関する指針」（平成２９年３月１日理事者決定）、「ハラスメン

トの防止に関する相談・調査手続細則」（平成２３年３月３日制定規則第１

９０号）が定められています。これらの規則等に基づき、下記の相談対象

者はハラスメント相談員に、ハラスメント被害について相談することがで

きます。具体的な相談の流れは以下のようになっており、神奈川県弁護士

会のホームページに詳しい手続が掲載されておりますので、ご確認くださ

い。 

以下に、神奈川県弁護士会のホームページをそのまま掲載します。 

 

 



 

- 32 - 

 

ハラスメントとは？ 

ハラスメント＝他人に不快感を与える性的な言動（セクシュアルハラスメ

ント）、職務上の地位、人間関係等の職場内の優位性を背景に、業務上適正

な範囲を超えて、精神的又は身体的な苦痛を与える言動（パワーハラスメン

ト）その他これらの言動に類する言動であって、他人に精神的又は身体的な

苦痛を与えるもの 

神奈川県弁護士会の「相談」の対象 

相談できる方は、当会会員からハラスメントを受けた、下記 1～5 の方に限

定しています。 

下記に該当しない方は、神奈川県弁護士会総合法律相談センターの法律相談

をご利用下さい。 

相談をできる方 

1. 司法修習生 

2. 法科大学院のカリキュラムに基づき、会員の事務所で研修を行う法科

大学院生 

3. 会員の事務所に勤務する事務職員 

4. 当会に勤務する職員 

5. 当会所属会員 

秘密の保持 

相談者名や相談の具体的な内容は、担当相談員、調査委員および神奈川県

弁護士会会長が把握し、正当な理由なく開示され、第三者に知られることは

ありません。 

また、担当の相談員が「自分の事務所の弁護士と知り合いかどうか心配だ。」

という場合には、お問い合わせの際にご相談下さい。 
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相談の流れ 
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第８ 労働契約の終了 

１ 労働契約の終了原因 

労働契約の終了原因としては、①労使双方の合意による合意退職、②一

方からの意思表示による辞職・解雇・雇止めがあります。 

２ 辞職・退職強要 

（１）労働者は期間の定めのない労働契約の場合、一方的に辞職を申し出る

ことができ、原則として２週間で退職となります（民法６２７条）。 

   期間の定めのある場合であっても、労働者はやむを得ない事由がある

ときは直ちに辞職することができ（民法６２８条前段）、また期間の定め

が１年を越えるときは１年を経過した日以降、いつでも辞職することが

出来ます（労基法附則１３７条）。 

（２）退職強要 

   一見辞職とみえるものでも、それが執拗な強要などによる場合は、労

働者の辞職の意思表示が、無効、取消の対象となったり、損害賠償や差

し止めの対象となる可能性があります。 

３ 定年制 

定年制も退職要件を定めた自動退職と考えられます。制度化されていな

いと定年制は法的効力がありませんから、労働契約、就業規則などで定め

ておく必要があります。高齢者の雇用の安定などに関する法律（高齢者雇

用安定法）では、定年制を定める場合には６０歳を下回ることはできない

とし（同８条）、６５歳まで安定した雇用を確保するため定年制の引き上げ

や継続雇用制度の導入、定年制の廃止などの措置を講じなければならない

としています（同９条１項）。 

４ 解雇 

（１）はじめに 

解雇は、使用者の一方的な意思表示による労働契約の終了ですが、労

働者に与える影響は大きく、その有効性は厳しく判断されます。従って、

労働者に退職を求める場合は、できる限り話し合いで円満に退職しても

らうよう努力する必要があります。 

（２）解雇予告義務 
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   労働者を解雇する場合には、原則として解雇予告義務があります（労

基法２０条１項本文第１文）。解雇はその３０日前に予告するか、そうで

ないときは、３０日分以上の平均賃金を支払わなければなりません（同

項本文第２文）。 

（３）解雇権濫用法理 

     解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認め

られない場合は、その権利を濫用したものとして無効になります（解雇

権濫用法理・労働契約法１５条、１６条）。解雇権濫用法理は、解雇の理

由に応じ、具体的な事案に即して適用されます。 

① 労働者の非違行為・能力欠如などを理由とする解雇 

職務懈怠、勤務態度の不良、業務命令違反、職場規律違反などの非

違行為のほか、業務能力・業務成績が著しく不良でその向上が見込め

ないなどの業務能力・適格性欠如、傷病によって能力が欠如すること

などをその事由とする解雇は、客観的に合理的な理由があるか、社会

通念上相当であるかを判断して適法か否かを検討することになりま

す（労働契約法１６条）。ただし、労働者の能力、適格性の不足、欠

如を理由とする解雇の場合、使用者には教育訓練や配置転換により解

雇を回避すべき義務があると考えられ、この義務を尽くさずに行われ

た解雇は無効となります。 

② 懲戒解雇 

懲戒解雇についても解雇権濫用法理が適用されることが明文化され

ました（労働契約法１５条）。 

懲戒解雇は事務所の秩序違反に対する制裁罰としてするものであり、

就業規則の根拠規定があり周知されていること、規定の合理性、該当事

実の存在、法の一般原則（平等取扱の原則・比例原則、適正手続など）

に反しないことが必要です。 

   懲戒解雇の事由としては、経歴詐称や職務懈怠、業務命令違反、業務

妨害、職場規律違反、私生活上の犯罪、二重就職などが一般に規定され

ています。各種ある懲戒処分の中で懲戒解雇を選択する場合には、それ

が懲戒解雇でなければならない理由を説明しなければなりません。 
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③ 整理解雇 

   使用者の経営事情により生じた、従業員数削減の必要性に基づき労働

者を解雇することは、整理解雇と呼ばれています。整理解雇は４要件（要

素）（人員削減の必要性・解雇回避努力・人選の合理性・事前説明手続）

を考慮して、解雇権の濫用に当たるか否かが判断されます。 

５ 個別法令による解雇制限 

（１）労基法１９条により、労働者が業務上の傷病により療養し休業する期

間とその後３０日は原則として解雇できません。 

また労働者が６週間以内に出産する予定で休業している期間とそ

の後３０日においても同様です（労基法６５条、１９条）。 

（２）国籍や信条・社会的身分を理由とする解雇は労基法３条の均等待遇の

規定に違反します。 

（３）労働者が年次有給休暇を取得した場合にそのことを理由として解雇な

ど不利益取扱いをしないようにしなければなりません（労基法附則１３

６条）。 

（４）労働者が、労基法違反などの事実を行政官庁や労働基準監督官に申告

した場合に解雇など不利益取扱いをしてはなりません（労基法１０４条

２項）。 

（５）労働者が、都道府県労働局長に解決の援助を求め、またあっせんの申

請をした場合も同様です。（個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律

４条３項、５条２項）。 

（６）労働者が、労働組合に加入し、結成しようとしたなど労働組合に関す

る正当な行為をしたことを理由とする解雇は不当労働行為になり(労働

組合法７条１号）、憲法２８条に照らして無効となります。 

（７）労働者の性別を理由とする解雇はできません（雇用機会均等法６条４

号）。また、女性労働者が結婚したこと、妊娠・出産したこと、産前休業

の請求をしたこと又は産前産後休業したことなどを理由とする解雇も許

されません（同９条２項・３項）。なお、妊娠中の女性労働者及び出産後

１年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、原則として無効

となります。この場合、使用者がその解雇の原因が妊娠・出産にないこ
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とを証明した場合に限り、有効となります（同９条４項）。 

（８）労働者が育児・介護休業の申請をし、休業したことを理由に解雇する

ことはできません（育児介護休業法１０条、１６条）。 

（９）使用者が公益通報者保護法における公益通報をしたことを理由として

解雇することもできません（公益通報者保護法３条）。 

６ 退職・解雇時の手続 

（１）解雇予告義務 

 解雇の場合には解雇予告義務があります。４(２)を参照してください。 

（２）証明書の交付 

退職した場合又は解雇された場合、労働者は①使用期間、②業務の種 

類、③その事業における地位、④賃金又は退職の事由（解雇の場合には 

その理由）を記載した証明書を請求でき、使用者はその書面を遅滞なく 

労働者に交付しなければなりません（労基法２２条１項）。 

また、解雇予告を受けた段階で、労働者は、予告日から退職までの間、

解雇の理由を記載した証明書の交付を請求でき、使用者は遅滞なくそれ

を交付しなければなりません（労基法２２条２項）。 

これらの退職または解雇の事由は就業規則などの該当事項だけでなく、

具体的な事実関係を記載する必要があります。 

また、これらの証明書には、労働者が請求しない事項は記載できません

（労基法２２条３項）。 

（３）離職票 

法律事務所の事務職員にも雇用保険が適用されます（第６の１参

照）。 

事務職員は離職した場合、保険給付を受けることができますが、そ

のために事業主である弁護士が離職票を作成します。離職票には離職

理由や賃金支払状況などを記載し、離職者本人に確認の上署名押印を

してもらい、被保険者資格喪失届を添付して、１０日以内に所轄のハ

ローワーク（公共職業安定所）に提出します。その後、職安から離職

票が戻されますので、それを事務職員に交付します。これで事務職員

は保険給付を受けることができます。 
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雇用保険については、第６・１「労働保険」も参照してください。 

７ 有期雇用と雇止め・解雇 

（１）有期雇用の上限 

労働契約を定める場合、原則３年以内です。 

（２）期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止 

   同一使用者のもとで有期労働契約と無期労働契約とで労働条件が相違

する場合、労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度、当該職

務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認め

られるものであってはなりません（パートタイム・有期雇用労働法８条）。 

（３）労働条件明示・予告義務・証明書発行 

 期間の定めのある労働契約であって当該労働契約の期間の満了後に

当該労働契約を更新する場合があるものの締結の場合には、期間の定め

のある労働契約を更新する場合の基準に関する事項も、労働者に対して

書面の交付により明示しなければなりません（労基法１５条１項前段、

労基則５条１項）。さらに厚生労働省告示（平成１５年１０月２２日第

３５７号、平成２０年１月２３日第１２号及び平成２４年第５５１号で

一部改正）は、有期雇用契約について、１年を超えて継続雇用している

場合もしくは３回以上更新されていた場合には、期間満了の３０日前ま

でに雇止めの予告をしなければならず、労働者から求めがあった場合、

更新しない理由について証明書を発行しなければならないとしていま

す。 

（４）雇止めの適法性 

 有期契約満了時に更新拒絶をすることは、雇止めと言われています。

雇用期間を定めた有期契約でも、以下の２類型のいずれかに該当し、か

つ期間満了日までに又は期間満了後遅滞なく更新又は契約締結の申込

み（ただし、雇止めに対して何らかの反対の意思表示が伝わるものであ

ればよい）をした場合であって、使用者が当該申込みを拒絶することが、

客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないと

きは、使用者は、従前の有期労働契約の内容である労働条件と同一の労

働条件で当該申込みを承諾したものとみなされます（労契法１９条）。
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これは、雇止めに解雇権濫用法理を類推する判例法理が平成２４年の労

働契約法改正により法文化されたものですが、従前の判例法理を変更す

るものではありません。 

    ２類型とは、①当該有期労働契約が反復更新され、雇止めが、期間の

定めのない労働契約を締結している労働者に対する解雇と社会通念上

同視できること（労契法１９条１号）、又は、②当該労働者において当

該有期労働契約の契約期間の満了時に当該有期労働契約が更新される

ものと期待することについて合理的な理由があるものであると認めら

れること（労契法１９条２号）です。これらの類型に当てはまるかどう

かは、雇用の常用性、更新回数、通算期間、契約期間管理状況、使用者

側の言動、労働者側の期待などを総合考慮します。 

（５）有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換 

 有期労働契約の更新による通算期間が５年を超える労働者が、使用者

に対し、現に締結している有期労働契約の契約期間が満了する日までの

間に、当該満了する日の翌日からの無期労働契約の締結の申込みをした

ときは、使用者は当該申込みを承諾したものとみなされます。この場合

において、当該申込みに係る無期労働契約の内容である労働条件は、現

に締結している有期労働契約の内容である労働条件（契約期間を除く。）

と同一の労働条件となります（ただし、労働協約、就業規則、労働契約

等に労働条件について別段の定めがある部分を除く）（労契法１８条１

項）。 

 なお、通算期間の起算は、２０１３（平成２５）年４月１日以降に締

結または更新された有期労働契約からです。 

 例えば、２０１３（平成２５）年４月１日に１年間の有期労働契約を

締結し、５回更新すると、通算期間が５年を超えるので、当該更新契約

の期間である２０１８（平成３０）年４月１日から２０１９（平成３１）

年３月３１日までの間、無期労働契約の締結の申込権を行使することが

できます。 

（６）満了前の解雇 

一方、有期雇用契約が満了する前の期間途中の解雇は、労契法１７条
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１項により、やむを得ない事由がなければできないこととされています。

通常の解雇権濫用法理よりも厳格に有効性が判断されます。 

８ 退職金 

（１）退職金の支給義務  

   就業規則や個別合意に根拠がある場合、または支給慣行がある場合に

支給義務が生じます。懲戒解雇などで不支給ないし減額とされる場合が

ありますが、近時の裁判例では、これまでの勤務功績を抹消ないし減額

するほどの著しい信義に反する行為があった場合に限られるとするもの

があります。 

（２）退職金制度 ～中小企業退職金共済制度の活用～ 

退職金は一時期に多額の原資を必要とするため、退職金制度を設ける

にあたっては、中小企業退職金共済制度（中退共）を活用するのも一考

です。 

中退共は中小企業の退職金制度の普及のために作られた制度です。毎

月掛金を払っていくことで、労働者が退職したときには掛金の額と加入

期間により退職金が支給されます。なお、原則として雇用する従業員全

員を加入させなければなりません。 

掛金は月５０００円から３万円までの１６種類から自由に選べます。

パート・アルバイトのように短時間労働者（１週間の所定労働時間が同

じ事務所の正職員より短く、かつ３０時間未満である者）でも加入でき

ます。短時間労働者の掛金は上記１６種類の他、２０００円、３０００

円、４０００円からも選べます。この内、例えば月５０００円を１０年

間積み立てた場合基本退職金は６３万２８００円となります（なお、基

本退職金額は、法令の改正により変わることがありますので、ご注意く

ださい。） 

中退共に新しく加入した事業主には掛金の２分の１（上限５０００

円）が加入後４ヶ月目から１年間助成されます。掛金月額を増額する事

業主にも助成制度があります。 

掛金は全額事業主が負担しますが、これは必要経費として全額非課税

となります。 
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退職金の請求は退職した本人（死亡の場合は遺族）でなければできま

せん。従業員が退職をする際は、必要な手続をすませ、退職金共済手帳

を従業員に渡します。 
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